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リース業における地球温暖化対策（2009年度） 
 

社団法人リース事業協会 

 経済活動を持続的に発展させるためには、地球温暖化対策を推進する必要があります。 

 当協会においては「地球温暖化対策自主行動計画」（2007 年 9 月）を策定して、参加会員が地球

温暖化対策に取り組んでいます。 

 2009年度の参加会員数は102会員、本社床面積当たりの電力消費量は基準年度対比で7％減とな

りました。 

 

１．目標 

本社の電力消費量について、原単位ベース（※1）で基準年度（2002 年度）対比 3％減（※2）と

します。 

（※1）本社床面積当たりの電力消費量を意味します。 

（※2）上記目標は2008～2012年度の5年間の平均値として達成するものです。 

 

２．2010年度の取組み状況 

（１）参加会員数 

      102会員（参加率 39.1％） 

（２）実績 

      本社床面積当たりの電力消費量    129.2 Kwh/㎡（※3） 

    基準年度（2002年度）対比       －7.0％（平均値 －8.1％  ※4） 

        （※３）参加会員の2010年度電力使用量 2,093.8万Kwh ÷ 本社床面積 16.2万㎡ 

          （※４）平均値は2008年度から2009年度の数値の平均値 

 

〈基準年度対比・推移表〉 

       ※「実績値」は2002年度（基準年度）を0とした場合に各年度実績値と対比した数値。 

「平均値」は基準年度を0とした場合に「2009年度平均値（2008年度～2009年度）」と対比した数値 

 

目標ライン 
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 （３）地球温暖化対策の内容 

①照明設備等関係（複数回答） 

 2009年度までに 

実施済 

2010年度以降 

実施予定 

退社時にパソコンの電源オフの徹底 92社 2社

照明の間引き 43社 6社

昼休み時などの消灯徹底 38社 5社

トイレ等の照明に人感センサー導入 27社 2社

照明をインバータ式に交換 20社 6社

高効率照明に交換 18社 7社

その他 17社 4社

 

②空調設備関係（複数回答） 

 2009年度までに 

実施済 

2010年度以降 

実施予定 

冷房温度を28度に設定 62社 10社

暖房温度を20度に設定  50社 12社

CO₂ 濃度管理で外気取り入れを必要最小限にする 30社 2社

冷暖房開始から一定時間の外気取り入れ停止    29社 1社

氷蓄熱式空調システムの導入 7社 0社

その他 17社 2社

 

④その他（複数回答） 

 2009年度までに 

実施済 

2010年度以降 

実施予定 

窓ガラスへの遮熱フィルムの貼付 12社 3社

エレベータ使用台数の制限 9社 3社

その他 18社 2社
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2009年度自主行動計画参加会員 

 

（正会員 53会員） 

いよぎんリース株式会社、ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社、ＮＴＴファイナンス株式会

社、大分リース株式会社、オリックス株式会社、鹿島リース株式会社、株式会社九州リースサービ

ス、きらやかリース株式会社、近畿総合リース株式会社、ぐんぎんリース株式会社、興銀リース株式

会社、佐銀リース株式会社、ＪＡ三井リース株式会社、滋賀コープサービス株式会社、十八総合リー

ス株式会社、十六リース株式会社、静銀リース株式会社、七十七リース株式会社、首都圏リース株式

会社、昭和リース株式会社、商工中金リース株式会社、株式会社常陽リース、住信・パナソニック

フィナンシャルサービス株式会社、スルガ・キャピタル株式会社、積水リース株式会社、総合メディ

カル株式会社、株式会社ソニーファイナンスインターナショナル、第四リース株式会社、中京総合

リース株式会社、筑波リース株式会社、東京センチュリーリース株式会社、東銀リース株式会社、東

芝ファイナンス株式会社、株式会社ながぎんリース、ニッセイ・リース株式会社、日通商事株式会

社、株式会社日本ビジネスリース、株式会社日本流通リース、八十二リース株式会社、肥銀リース株

式会社、日立キャピタル株式会社、ひろぎんリース株式会社、富士通リース株式会社、芙蓉総合リー

ス株式会社、北海道リース株式会社、三重銀総合リース株式会社、三重リース株式会社、三井ＣＭ

リース株式会社、三井住友ファイナンス＆リース株式会社、三菱電機クレジット株式会社、三菱ＵＦ

Ｊリース株式会社、リコーリース株式会社、株式会社琉球リース、 

（賛助会員 49会員） 

株式会社ＩＨＩファイナンスサポート、尼信リース株式会社、イズミヤカード株式会社、ＡＪＣＣ株

式会社、株式会社エムシービー、大阪協同サービス株式会社、鹿児島県くみあい開発株式会社、蒲信

リース株式会社、関銀リース株式会社、株式会社キューコーリース、九州自動車リース株式会社、株

式会社ケイ・オプティコム、コマツビジネスサポート株式会社、株式会社札幌北洋リース、ジェー

アール九州フィナンシャルマネジメント株式会社、ジェイアール西日本商事株式会社、株式会社ジェ

イアール東日本商事、しましんリース株式会社、スバルファイナンス株式会社、第一リース株式会

社、大協リース株式会社、大興リース株式会社、大光リース株式会社、株式会社大東リース、たちば

なリース株式会社、中電興業株式会社、株式会社つうけんアクト、ＴＩＳリース株式会社、株式会社

テプコシステムズ、東京ガスオートサービス株式会社、とうぎん総合リース株式会社、東芝医用ファ

イナンス株式会社、東和銀リース株式会社、富山ファースト・リース株式会社、とよしんリース株式

会社、とりぎんリース株式会社、はましんリース株式会社、ばんしんリース株式会社、ひめしんリー

ス株式会社、びわ銀リース株式会社、株式会社ふくぎんリース、株式会社福銀リース、株式会社ホク

レン商事、豊伸リース株式会社、北海道しんきんリース株式会社、まるせいリース株式会社、みちの

くリース株式会社、南日本ファイナンス株式会社、山梨中銀リース株式会社、株式会社ライジングサ

ン 

※会員名は2009年度時点 


